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国立大学法人和歌山大学文書決裁規程 

制  定 昭和４４年 ４月２２日 

全部改正 昭和６２年 ３月１３日 

最終改正 令和 ６年 ３月２６日 

（趣旨） 

第１条 この規程は、国立大学法人和歌山大学における文書の名義及び決裁について、必要

な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規程における用語の定義は、次の各号に掲げるところによる。 

（１） 「決裁」とは、それぞれの文書について承認を経るべき最終責任者の承認を得るこ

とをいう。 

（２） 「専決者」とは、名義者の名によりそれぞれの文書を専決する者をいう。 

（文書の名義） 

第３条 文書の名義は学長とする。ただし、別表第１の左欄に揚げる事項については、同表

右欄に揚げる名義とすることができる。 

（文書の決裁） 

第４条 起案文書は、特に定めるもののほか、名義者の決裁を受けるものとする。 

（専決） 

第５条 別表第２に掲げる事項の決裁については、前条第１項の規定にかかわらず、同表の

専決者欄に掲げる者が専決することができる。 

（代理決裁） 

第６条 決裁者が出張等不在の場合で、緊急を要する文書については、特に重要なものを除

き、決裁者の次の職にある者が代理決裁をすることができる。ただし、事後速やかに決裁

者の承認を得なければならない。 

（調整） 

第７条 この規程の運用に関し疑義のあるときは、総務担当の理事が決定する。 

   附 則 

 この規程は、昭和６２年３月１３日から施行する。 

   附 則（平成元年６月２日一部改正） 

 この改正規程は、平成元年６月２日から施行し、昭和６４年１月１日から適用する。 

   附 則（平成元年７月７日一部改正） 

 この改正規程は、平成元年７月７日から施行し、平成元年５月２９日から適用する。 

   附 則（平成４年８月３日一部改正） 

 この改正規程は、平成４年８月３日から施行し、平成４年５月１日から適用する。 

   附 則（平成５年６月８日一部改正） 

１ この改正規程は、平成５年６月８日から施行し、平成５年４月１日から適用する。 

２ 平成５年度前期の入学者については、この改正規程にかかわらず、なお従前の例による。 

   附 則（平成６年５月２３日一部改正） 

 この改正規程は、平成６年５月２３日から施行し、平成６年４月１日から適用する。 

   附 則（平成６年６月２４日一部改正） 
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 この改正規程は、平成６年６月２４日から施行する。 

   附 則（平成６年１２月２７日一部改正） 

 この改正規程は、平成６年１２月２７日から施行し、平成６年９月１日から適用する。 

   附 則（平成７年３月２７日一部改正） 

 この改正規程は、平成７年４月１日から施行する。 

   附 則（平成７年９月２２日一部改正） 

 この改正規程は、平成７年１０月１日から施行する。 

   附 則（平成８年１０月１日一部改正） 

 この改正規程は、平成８年１０月１日から施行する。 

   附 則（平成９年４月１日一部改正） 

 この改正規程は、平成９年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１０年４月１日一部改正） 

 この改正規程は、平成１０年４月９日から施行する。 

   附 則（平成１１年４月１日一部改正） 

 この改正規程は、平成１１年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１２年４月２１日一部改正） 

 この改正規程は、平成１２年４月２１日から施行し、平成１２年４月１日から適用する。 

   附 則（平成１３年３月３０日一部改正） 

 この改正規程は、平成１３年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１６年５月２１日一部改正：法人和歌山大学規程第３１０号） 

 この改正規程は、平成１６年５月２１日から施行し、平成１６年４月１日から適用する。 

   附 則（平成１７年３月３１日一部改正：法人和歌山大学規程第４０２号） 

 この改正規程は、平成１７年４月１日から施行する。ただし、改正後の第２条第３号の「事

務局長」に関する規定及び第７条の規定は、平成１７年２月１６日から適用する。 

   附 則（平成１８年５月１０日一部改正：法人和歌山大学規程第５０３号） 

 この改正規程は、平成１８年５月１０日に施行し、平成１７年１２月２７日から適用する。

ただし、改正後の第２条第３号の規定は、平成１８年４月２８日から適用する。 

   附 則（平成１９年３月３０日一部改正：法人和歌山大学規程第５６９号） 

 この改正規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１９年１１月１日一部改正：法人和歌山大学規程第６７５号） 

 この改正規程は、平成１９年１１月１日から施行し、平成１９年１０月１日から適用する。 

   附 則（平成２０年３月３１日一部改正：法人和歌山大学規程第７４８号） 

 この改正規程は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２０年６月３０日一部改正：法人和歌山大学規程第８２０号） 

 この改正規程は、平成２０年６月３０日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。 

   附 則（平成２２年６月２５日一部改正：法人和歌山大学規程第１０３３号） 

 この改正規程は、平成２２年７月１日から施行する。 

附 則（平成２３年７月２２日一部改正：法人和歌山大学規程第１２０５号） 

この改正規程は、平成２３年７月２２日から施行する。 

   附 則（平成２３年１０月２８日一部改正：法人和歌山大学規程第１２１６号） 
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 この改正規程は、平成２３年１０月２８日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。 

   附 則（平成２４年３月３０日一部改正：法人和歌山大学規程第１２６５号） 

 この改正規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

  附 則（平成２４年１１月３０日一部改正：法人和歌山大学規程第１３５９号） 

この改正規程は、平成２４年１２月１日から施行する。 

  附 則（平成２５年３月２２日一部改正：法人和歌山大学規程第１４１０号） 

この改正規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年６月２８日一部改正：法人和歌山大学規程第１４３８号） 

この改正規則は、平成２５年７月１日から施行する。 

附 則（平成２６年５月１６日一部改正：法人和歌山大学規程第１５２１号） 

この改正規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年４月１日一部改正：法人和歌山大学規程第１６５９号） 

この改正規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２５日一部改正：法人和歌山大学規程第１７８６号） 

この改正規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月２４日一部改正：法人和歌山大学規程第１９１８号） 

この改正規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月３０日一部改正：法人和歌山大学規程第２０５２号） 

この改正規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

  附 則（平成３１年３月２２日一部改正：法人和歌山大学規程第２１４６号） 

この改正規程は、平成３１年４月１日から施行する。 

  附 則（令和４年３月３０日一部改正：法人和歌山大学規程第２４４３号） 

この改正規程は、令和４年４月１日から施行する。 

 附 則（令和５年３月２９日一部改正：法人和歌山大学規程第２５３８号） 

この改正規程は、令和５年４月１日から施行する。 

  附 則（令和６年３月２６日一部改正：法人和歌山大学規程第２７３０号） 
この改正規程は、令和６年４月１日から施行する。 
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別表第１（第３条関係） 

事    項 名義者 

１ 官公庁からの通達等の学内通知に関するもの 

２ 規則等の制定及び改廃等の学内通知に関するもの 

３ 担当業務に係る通知、照会及び回答に関するもの 

４ 前各号に掲げるもののほか、理事の名義を用いることが適当と認めら

れるもの 

担当の理事又

は副学長又は

事務局長 

１ 単位、成績、在学及び卒業等の証明に関するもの 

２ 授業科目及び授業時間割等に関するもの 

３ 所掌事務に係る通知、照会及び回答に関するもの 

４ 法令等に基づく学長への内申及び報告事項に関するもの 

５ 前各号に掲げるもののほか、学部長の名義を用いることが適当と認め

られるもの 

学部長（又は研

究科長）、学環

長（以下「学部

長等」という。） 

１ 附属機関又は部局等附属機関の業務に関するもの 

２ 附属機関又は部局等附属機関の所掌事務に係る通知、照会及び回答に

関するもの 

３ 法令等に基づく学長への内申及び報告事項に関するもの 

４ 前各号に掲げるもののほか、附属機関又は部局等附属機関の名義を用

いることが適当と認められるもの 

附属機関又は

部局等附属機

関の長 

 

所掌事務のうち、課長、参事役の名義を用いることが適当と認められるもの 課長、参事役 

共済組合に関するもののうち、支部長名を用いることが適当と認められる

もの 

支部長 
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別表第２（第５条関係） 

区

分 
事     項 名義者 専決者 

共

通

事

項 

１ 教員及び附属学校教員の休暇の承認並びに休日の振

替及び代休等に関するもの 

学長 学部長等、附属

機関の長、部局

等附属機関の長 

２ 職員（課長、参事役、監査室長）の休暇の承認並びに

休日の振替及び代休等に関するもの 

〃 担当の理事又は

副学長又は事務

局長 

３ 職員（２に掲げるものを除く。）の休暇の承認並びに

休日の振替及び代休等に関するもの 

〃 所属の課長、キ

ャ ン パ ス ラ イ

フ・健康支援セ

ンター長、附属

学校長 

４ 教員の研修に関するもの 〃 学部長等、附属

機関の長、部局

等附属機関の長 

５ 学内集会及び学内掲示の管理に関するもの（専決者

の管理する区域に限る。） 

〃 〃 

６ 兼業の承認に関するもの（理事、副学長、専任配置さ

れている部局の長を除く。） 

〃 人事労務課長 

事

務

局

等

関

係 

１ 法令、通知等に基づく関係官公庁への事実関係の報

告、回答に関するもの 

〃 担当の理事又は

副学長又は事務

局長 

２ 職員の研修に関するもの 〃 〃 

３ 教職員の健康管理及び福利厚生に関するもの 〃 〃 

４ 臨時職員の任免及び給与に関するもの 〃 〃 

５ 損害賠償責任保険の加入・変更に関するもの 〃 〃 

６ 競争入札参加者の資格審査及び認定に関するもの 〃 〃 

７ 宿舎の入退居に関するもの 〃 〃 

８ 学生のインターンシップ協定の締結に関するもの 〃 〃 

９ 奨学生の推薦に関するもの 〃 〃 

10 学生のレクリェーションに関するもの 〃 〃 

11 受託研究、共同研究等外部資金の受入、報告に関する

もの 

〃 〃 

12 科学研究費助成事業の申請、受入、報告に関するもの 〃 〃 

13 官公庁から委託される事業に伴う経費請求、精算及

び実施報告に関するもの 

〃 〃 

14 事務局等関係１のうち定例的（一の年度において複

数回行うものをいう。）なもの 

〃 担当の課長、参

事役 

15 学長名をもってする証明書の発行に関するもの 〃 〃 

16 諸手当の認定及び確認に関するもの 〃 〃 

17 税法にかかる申請、報告、回答に関するもの 〃 〃 

18 社会保険の届出に関するもの 〃 〃 

19 財産形成貯蓄に関するもの 〃 〃 

20 官公需にかかる報告、回答に関するもの 〃 〃 

21 産業廃棄物管理票交付等状況報告書に関するもの 〃 〃 

22 アルコール事業法にかかる申請、報告、回答に関する

もの 

〃 〃 



文書決裁規程 

１０４ 

23 金融機関との定例的な契約、取り決め、届出及び手続

きに関するもの 

 〃 

24 消防法にかかる申請、報告、回答に関するもの 〃 〃 

25 奨学生の異動、受領確認に関するもの 〃 〃 

26 基礎教育棟管理運営規則に基づく使用許可に関する

もの 

〃 〃 

27 学生の課外活動施設等の使用許可に関するもの 〃 〃 
28 受入・派遣留学生の奨学金の支給申請に関するもの 〃 〃 

学

部

及

び

学

環

関

係 

１ 学部長等名をもつてする諸証明及び職員の諸願届に

関するもの 

学部長等 学務課各学部分

室長 

２ 学部長等名をもつてする通知、照会及び回答等のう

ち、軽易なもの 

〃 〃 

学

術

情

報

セ

ン

タ

ー

関

係 

１ 所掌事務の調査及び統計に関するもの センター長 担当の課長 

２ 文献複写及び相互貸借に関するもの 〃 〃 

３ 学術情報センター職員の研修及び厚生に関するもの 〃 〃 

４ センター長名をもつてする通知、照会及び回答等の

うち、軽易なもの 

〃 〃 

附

属

学

校

関

係 

１ 校長名をもつてする諸証明及び職員の諸願届に関す

るもの 

校長 教頭（副校長） 

２ 教育研究に関するもののうち、軽易なもの 〃 〃 

３ 教育実習に関するもののうち、軽易なもの 〃 〃 

４ 校長名をもつてする通知、照会及び回答等のうち、軽

易なもの 

〃 〃 

共

済

組

合

関

係 

１ 長期給付に関するもの 支部長 担当の課長 

２ 各経理の収入支出に関するもの 〃 〃 

３ 組合員の資格の得喪に関するもの 〃 〃 

４ 組合員の被扶養者の認定及び取消しに関するもの 〃 〃 

５ 資金の回送申請に関するもの 〃 〃 

６ 内部監査の計画及び実施に関するもの 〃 〃 

７ 調査、統計及び報告に関するもの 〃 〃 

８ 文書の学内通知に関するもの 〃 〃 

 


